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トラックへの積
み込みは丁寧に
行う 

工　　法

ワイヤソー工法

カ ッ タ 工 法

コアドリル工法

静的破砕剤工法

油圧孔拡大機工法

内　　容

ダイヤモンドビーズによる研削・切断

ダイヤモンドブレードによる研削・切断

ダイヤモンドビットによる研削・切断

水和反応膨張圧による引張破壊

くさびの拡大による引張破壊

資格証
 

※「建設作業振動マニュアル」（平成6年4月社団法人日本建設機械化協会）から引用

掘削物をトラックに積み込む時、落下高さを低くして静かにスムーズに行う

他の工法との併用を検討する

一定規模以上のコンクリート構造物の解体
には有資格者を常駐させる
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土　工2

旋回角度は 
出来るだけ小さく 

バケットに付着
した土は人力で
かき出す 

一段は、バケット 
1杯分の量 

掘削、押土を行
う場合無理な負
荷をかけない 

後進時の高速
走行は避ける 

旋回角度は出来るだけ小さく

無理な負荷はかけない

不陸（地面の凹凸）をなくし、丁寧な掘削をする
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運　搬　工3

カーブの手前で減速する

運搬路は必要に応じ往路と復路は別経路にする

運搬車は、運搬量、投入台数、走行頻度、走行速度等を十分検討する

最適な運行速度で走行する（例えば場内20㎞/h、場外40㎞/h前後）

運搬車の間隔を一定以上あける

運搬路は、舗装道路や幅員の広い道路を選ぶ

急な勾配や急カーブの多い道路は避ける

運搬路の不陸をなくす等路面状態を良好に保つ

ガードマンを主要な地点に配置して監視を高める

20

基　礎　工4

中堀工法…既成杭の内部にオーガを挿入し、地盤を掘削して杭を設置する方法

打撃 

セメントミルクで 
根固め 

中堀工法では、最後に行う打撃をセメントミルクによる先端の根固めに変更する

打撃を伴う場合には、近隣住民に事前に連絡する

各杭の打設が連続して行われる場合には、作業工程、時間帯を考慮する

適正な回転数、掘削速度で作業を行う

掘削は土質に適した速度で行う

ベースマシンの移動路面の不陸をなくす
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9 9その他の振動防止への取り組み 

基盤整備工事（解体工事を含む）における対策事例1

都市基盤整備公団における振動対策工法

古タイヤ防振床マット　施工事例

防振床マット 

古タイヤ 

RC-40（再生砕石） 

GL

8800

養生足場 

※ 「建設解体・除却工事（基盤整備工事）における騒音・振動対策Ｑ＆Ａ」
（都市基盤整備公団総合研究所技術センター　2000年3月）から引用

分　類 対　策　工　法 備　　考
振動源で
の対策

古タイヤ防振マット
（タイヤ＋ガラ）

安価であり、採用事例が多い

〃 古タイヤ＋ガラ＋敷鉄板
古タイヤ防振マット上に、鉄板を敷くことによっ
て加振面が分散され、更に効果が上がることが考
えられる

〃 畳＋敷鉄板
実験調査で、古タイヤ防振マットに比較し、効果
は少ないとの報告あり

〃 敷鉄板のみ

〃 鋼矢板打立て
〃 盛土工（小堰堤）

伝搬経路
での対策

土のうを用い
た振動対策

防振溝

大型土のう＋古タイヤ
小型土のう

理論上では10m以上もの深さが必要であるとも言わ
れているが、事例では5dBの効果有りとの報告がある

〃 コンクリートガラ敷きマット 現状の解体工事の実態はガラ敷上での作業が多い
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建設工事に伴う騒音振動対策技術指針[昭和62年改正]2

低振動型建設機械の指定制度[平成８年指定開始]3

国土交通省では、生活環境の保全と円滑な施工を図るために「建

設工事に伴う騒音振動対策技術指針」を策定し、建設工事に伴う騒

音、振動の発生をできる限り防止することに努めています。

この技術指針のなかで建設工事の計画、設計、施工の各段階にお

いて起業者及び施工者が考慮すべき技術的対策の基本方針を示して

います。

内容は、Ⅰ総論、Ⅱ各論から構成され、総論では、本指針の目的、

適用範囲、現行法令、対策の基本事項、現地調査について、各論で

は、土工、運搬工、基礎工など14の工種についての具体的な騒音、

振動対策が示されています。

※ 本文は国土交通省のホームページ（http://www.mlit.go.jp/）に記載されています。

国土交通省では機種毎、出力毎に基準値を定め、

基準値を満足した建設機械を生活環境を保全すべき

地域で行う工事において使用することを推進してい

ます。

※１ 指定型式や測定方法は、国土交通省のホームページに記載されています。ただし、バッ
クホウ(油圧ショベル)に関しては出荷台数が少なく、普及が遅れているのが現況です。

※２ 基準値は起振点から15ｍ地点における振動レベル

機　　種

バイブロハンマ

バックホウ※１

基準値※２（dB）

70

65

55

諸　　元

最大起振力245kN(25tf)以上

最大起振力245kN(25tf)未満

標準バケット山積（平積）容量
0.50（0.4）m3以上
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プロポーザル型の入札の例（騒音）4

＜入札時ＶＥ※方式、総合評価方式＞

通常の入札方式と異なり入札金額のみで落札者を決定するのでは

なく、入札時に技術提案を審査し、価格だけでなく品質、工期、安

全性等を総合評価する方式です。

環境への配慮を盛り込んだ技術提案により総合評価し、性能規定

値を満足できない場合には、受注者の負担により性能を満足できる

ように必要な措置を行わなくてはなりません。

ここでは、先行して行われている「建設作業騒音」に関するVE

の例を紹介します。

【工 事 名】平井７丁目高規格堤防

（平成１２年）工事

【施工場所】東京都江戸川区平井７丁目３４

番地先

【発 注 者】国土交通省関東地方整備局荒川

下流工事事務所

【条　　件】隣地に立つマンションとの敷地

境界から５ｍまでの地盤改良で

騒音を75dB以下に抑える。

【罰　　則】1dB超過毎に減額による措置が

とられています

このように建設作業騒音振動への配慮が必要となるため、重機
からの騒音振動だけでなく、周辺住民への配慮が必要不可欠とな
ります。

※VE方式とは、入札・契約段階で施工者の技術力を重視するために発注者が施工者からの技
術提案を受け付ける方式である。
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10 10建設作業振動に関する法規制 

特定建設作業に該当する作業2

振動規制法による特定建設作業1

建設作業の名称 騒　　音 振　　動
ディーゼルパイルハンマ
ドロップハンマ
もんけん（人力）
油圧パイルハンマ
エアハンマ
バイブロハンマ
油圧圧入、ワイヤ圧入
プレボーリング工法（アースオーガ＋直打工法）
プレボーリング工法（アースオーガ＋根固め）
中堀工法（アースオーガ＋直打工法）
オールケーシング工法（ベノト工法）
アースドリル工法
リバースサーキュレーション工法
地中連続壁工法
鋼球による破壊
舗装版破砕機（ハンマを落下させるもののみ）
ハンドブレーカ
油圧ブレーカ
コンクリート圧砕機
ブルドーザ（40kW以上のもの）
バックホウ（80kW以上のもの）
トタクタショベル（70kW以上のもの）

○
○
×
○
○
○
×※1

×
×
×
×
×
×
×
×
×
○
○
×
○※2

○※2

○※2

○
○
×
○
○
○
×
○
×
○
×
×
×
×
○
○
×
○
×
×
×
×

○：特定建設作業　　×：特定建設作業対象外
※１ くい打機及びくい抜機のみ対象、圧入式くい打くい抜機は対象外
※２ 環境大臣が指定するものを除き、原動機の定格出力が指定以上のもの

「建設作業振動マニュアル」（平成６年４月社団法人日本建設機械化協会）P24の表をもとに作成

※ 区域指定　第1号区域：静穏を必要とする区域及び学校、病院等の周囲80mの区域
第2号区域：第1号区域以外の区域

※ 規制地域は、都道府県知事等により指定されています
※ これらのほか、地方公共団体において条例により規制されているものもあります

特定建設作業の種類
（作業を開始した日に終わるものを除く）

１．くい打機（もんけん及び圧入式くい打機を除く）、
くい抜機(油圧式くい抜機を除く）又はくい打く
い抜機（圧入式くい打くい抜機を除く）を使用
する作業

２．鋼球を使用して建築物その他の工作物を破壊する作業

３．舗装版破砕機を使用する作業（作業地点が連続
的に移動する作業にあっては、１日における当
該作業に係る２地点間の最大距離が５０ｍを超
えない作業に限る）

４．ブレーカー（手持式のものを除く）を使用する作
業（作業地点が連続的に移動する作業にあっては、
１日における当該作業に係る２地点間の最大距離
が５０ｍを超えない作業に限る）

振動の
大きさ

夜間または
深夜作業

1日の
作業時間

作業期間
日曜日､その
他の休日作業

敷地境界で
７５dBを超
える大きさ
のものでな
いこと。

第１号区域
では午後７
時～翌日の
午前７時，
第２号区域
では午後１
０時～翌日
の午前６時
に行われる
作業に伴っ
て発生する
ものでない
こと。

第１号区域
では１日１
０時間，第
２号区域で
は１日１４
時間を超え
て行われる
作業に伴っ
て発生する
ものでない
こと。

作業の期間
が連続して
６日を超え
て行われる
作業に伴っ
て発生する
ものでない
こと。

日曜日､そ
の他の休日
に行われる
作業に伴っ
て発生する
ものでない
こと。
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